
 

（様式－１ 表紙） 

 

  １ 調査名称：相模原市総合都市交通体系調査 

 

 

 

 ２ 調査主体：相模原市 

 

 

 ３ 調査圏域：相模原市一円地内 

 

 

 ４ 調査期間：令和元年度～令和３年度 

 

 

 ５ 調査概要： 

本市では、「相模原市総合計画」（平成２２年３月策定）と、これに基づく「相

模原市都市計画マスタープラン」（平成２２年３月策定）の交通に関する部門別計

画として、平成２４年３月に「相模原市総合都市交通計画」を策定し、各種交通施

策の取組みを進めてきた。 

このような中、圏央道周辺の拠点整備やリニア中央新幹線駅の開設、小田急多

摩線延伸等、首都圏南西部における広域交流拠点都市としてのまちづくりが進め

られている。また、人口減少社会を見据えたコンパクトシティの対応など、交通を

取り巻く諸条件に大きな変化が生じており、上位計画である「総合計画」、「都市

計画マスタープラン」においても、令和元年度末に現行計画の改定が行われると

ともに、新たに「立地適正化計画」が策定された。 

本業務は、上記の計画と整合を図った上で、身近な交通環境の充実や広域的な

交流機能の向上、多様な交通手段の効果的な連携を総合的に図り、将来のまちづ

くりにおける交通のあり方を示すため、「相模原市総合都市交通計画」の改定とあ

わせて「相模原市地域公共交通網形成計画」を策定するための調査や検討を行う

ことを目的とする。 

  



（様式－２ａ 調査概要） 

 

Ⅰ 調査概要 

 

 １ 調査名称：相模原市総合都市交通体系調査 

 

 

 

 ２ 報告書目次 

 

  序 業務の背景・目的 

１ 調査全体計画 

２ 基礎調査の実施と分析 

３ 東京都市圏パーソントリップ調査結果のデータ分析 

４ 現況バス路線網の状況分析 

５ 現行計画の検証・課題抽出 

６ 市の交通実態等の整理 

７ 上位計画及び関連計画の整理  

８ 基本理念、基本計画の検討 

９ 協議会等の開催支援 



                                                      （様式－２ｂ 調査概要） 

 

 ３ 調査体制 

 

相模原市地域交通活性化協議会 

（会長：横浜国立大学副学長 中村 文彦） 

 

 

相模原市総合都市交通計画策定会議 

（座長：相模原市都市建設局まちづくり計画部長 荻野 隆） 

 

 

相模原市総合都市交通計画策定会議作業部会 

（座長：相模原市都市建設局まちづくり計画部交通政策課長 米多 寛之） 

 

 

相模原市地域交通活性化協議会 事務局 

（相模原市都市建設局まちづくり計画部交通政策課） 

 

  



 ４ 委員会名簿等： 

相模原市地域交通活性化協議会委員名簿（令和２年３月現在） 

 

番号 所     属   ・   役     職 氏　　名

１ 横浜国立大学　副学長 中村　文彦

２ 東洋大学　国際学部  国際地域学科　教授 岡村　敏之

３ 一般社団法人神奈川県バス協会　常務理事 小堤　健司

４ 神奈川県タクシー協会相模支部　常任理事 大畠　雄作

５ 東日本旅客鉄道株式会社横浜支社　総務部企画室　企画部長 東　耕太郎

６ 東日本旅客鉄道株式会社八王子支社　総務部企画室　企画部長 筑井　裕之

７ 小田急電鉄株式会社　交通サービス事業本部交通企画部長 小川　司

８ 京王電鉄株式会社　取締役鉄道事業本部副本部長計画管理部長 寺田　雄一郎

９ 神奈川中央交通株式会社　執行役員運輸計画部長 齋藤　謙司

１０ 京王電鉄バス株式会社　取締役運輸営業部長 福島　八束

１１ 富士急バス株式会社　業務部長 古谷　幸二

１２ 国土交通省関東地方整備局　建政部　都市整備課長 熊木　雄一

１３ 国土交通省関東地方整備局　相武国道事務所長 外川　和彦

１４
国土交通省関東運輸局神奈川運輸支局
首席運輸企画専門官（総務企画担当）

三橋　裕

１５ 神奈川県警察本部　交通部交通規制課　都市交通対策室長 増山　靖彦

１６ 相模原市自治会連合会　監事 落合　勝司

１７ 相模原商工会議所　事務局長兼中小企業振興部長 久保田　修

１８ 社会福祉法人相模原市社会福祉協議会　会長 戸塚　英明

１９ 一般社団法人相模原市観光協会　専務理事 北村　美仁

２０ 公募市民 石月　光子

２１ 公募市民 櫻井　正友

２２ 公募市民 高橋　達見

２３ 相模原市　都市建設局　道路部長 　田野倉　伸一

２４ 相模原市　都市建設局　まちづくり計画部長 荻野　隆



（様式－３ａ 調査成果） 

 

Ⅱ 調査成果 

 

 １ 調査目的 

 

   本市における将来の交通体系を示す「次期総合都市交通計画」及び公共交通施

策の指針となる「地域公共交通網形成計画」の策定に向け、立地適正化計画を踏

まえた中で、パーソントリップ調査では把握できない日常生活における地域の細

かな移動実態（各交通手段の使われ方やニーズ、求めるサービス水準等）を的確

に捉えることを主目的とした。 

 

 

 

 ２ 調査フロー 
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４．現況バス路線

網の状況分析 

５ 現行計画の検証・課題抽出 

６ 市の交通実態等の整理 

７．上位計画及び関

連計画の整理 
８．基本理念・基本計画の検討 



 ３ 調査圏域図 

 

 

※調査対象の圏域図を添付してください。 

 

  
調査圏域は市内全域とし、都市計画マスタープラン及び第６回東京都市圏 PT 調査 

のゾーン設定と整合を図るため、市内 23 地域別に統計的な精度を確保した。 



（様式－３ｂ 調査成果） 

 

 ４ 調査成果 

 

（１）アンケート調査の内容検討 

ア 調査項目 

アンケート調査の項目は、市内各地域の交通特性を把握できる内容とし、発注

者と協議の上、下表の通り設定した。 

 

 

 

 

イ 調査実施期間 

・発送：令和元年 11 月 29 日（金） 

・回収：令和元年 12 月 23 日（月）を回答期限とし、令和 2 年 1 月末まで回収 

  

ウ 発送・回収結果 

・発送数：14,990 票（発送は台風 19 号被災者 10 名を除く 14,990 人） 

・回収数：5,797 票（有効 5,795 票（居住地区が判別できるものを有効）） 

・回収率：38.7% 

 

 

 

 



（２）対象者名簿の作成 

発注者より提供いただいた、住民基本台帳から電算抽出により抽出された情

報を基に、調査対象者の名簿を作成した。 

調査対象者は、都市計画マスタープラン及び第６回東京都市圏 PT 調査のゾー

ン設定と整合を図るため、市内 23 地域別に統計的な精度を確保する。このため、

15 歳以上市内居住者 15,000 人（日本人）を対象とした。 

回収率は 30％程度と想定し、必要サンプル数は市全体で 4,500 票とした。 

 

（３）送付物件の印刷及び封入・封緘 

作成した名簿に基づき送付物件の印刷及び封入・封緘を行った。なお、送付物 

件の種類などの印刷・製本仕様等については、以下の通り発注者と協議の上、決

定した。 

【作成した調査物件】 

①発送用封筒：角２封筒 

②返信用封筒：長３封筒 

③調査票：Ａ４判両面カラー印刷、調査票は７頁（中綴じ製本） 

④依頼状〈ご協力のお願い〉：Ａ４判片面白黒印刷 

    また、回答期限である 12 月 23 日までに必要サンプル数の確保が難しいと想

定されたため、発注者と協議の上、「お礼状兼督促はがき」を別途発送した。 

 
（４）調査結果の分析 

アンケート調査の結果をもとに、地域別、年齢別などの属性から市内全域及び

各地域の交通需要や特性などを分析した。 

居住地域別、目的地別、居住地域別に、市民の普段の活動内容に関し、集計 

分析を行うほか、活動に関連し利用している交通手段のサービス水準に対する

評価を分析の上、交通計画の改定に向けた問題・課題について抽出した。 

 

  



■目的別の移動実態 

買い物、通院、通勤通学別の移動実態や利用交通手段等を把握した。 

 

         
                【目的別移動実態】 
 
 

       
【目的別利用交通手段】 

 

 

  

45%

39%

17%

44%

51%

42%

11%

10%

41%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

買い物

通院

通勤・通学

市内（同一地区内） 市内（他地区） 市外

11 

11 

36 

4 

9 

5 

2 

57 

49 

37 

1 

1 

2 

12 

12 

14 

14 

15 

6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

買い物

通院

通勤・通学

市
全

体

鉄道 バス タクシー 自動車 乗合タクシー バイク・原付 自転車 徒歩



■地区別の移動実態 

地区別のバス需要の潜在的可能性等を把握した。 

 

       

【同一地区内移動の構成（買い物目的）】 
 
 

       

【同一地区内移動の構成（通院目的）】 
 
 
 



 

【地域別の公共交通に転換できない理由の回答比率（目的別）】 

公共交通機関
で行くように変
えることができな
い人の割合

ダイヤ（時
刻等）が
合わない

便数が少
ない

運賃が高
い
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時間通り
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い
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外出先ま
での公共
交通機関
がない

相模原地域 75% 14% 20% 9% 16% 17% 8% 1% 45% 20%
津久井地域 77% 26% 42% 19% 18% 12% 5% 4% 50% 12%
市全体 75% 17% 25% 11% 16% 16% 7% 1% 46% 18%
相模原地域 66% 19% 23% 9% 19% 17% 9% 1% 3% 22%
津久井地域 70% 38% 51% 21% 16% 8% 4% 2% 3% 14%
市全体 67% 23% 29% 12% 18% 15% 8% 1% 3% 20%
相模原地域 73% 32% 24% 12% 18% 20% 14% 1% 7% 15%
津久井地域 77% 46% 44% 19% 17% 16% 6% 1% 8% 14%
市全体 73% 35% 28% 13% 18% 19% 13% 1% 7% 15%

買い物目的

通院目的

通勤・通学目的


